
 

議員提出第１号 

 

   新型コロナウイルスによる感染症対策等を求める意見書の提出について 

 

 地方自治法第９９条の規定により、別紙のとおり意見書を提出するものとする。 

令和２年２月２５日提出 

                        教育厚生委員長 中尾 友二   

 

 



 

新型コロナウイルスによる感染症対策等を求める意見書（案） 

 

新型コロナウイルスによる感染症については、世界各地で７万人を超える感染者が発生し、

２千人を超える死亡が確認されるなど、国際的な脅威となっている。 

我が国においても、８００名を超える感染者が確認され、現在も増加を続けている状況であ

る。 

このような中、本市においては、天草市健康危機管理（新型コロナウイルス関連）対策本部

を設置し、感染予防への啓発活動を行うなど、熊本県と連携を図りながら対策を講じていると

ころである。 

しかしながら、熊本県内においても複数の感染者が確認されるなど、今後、県内においても

感染者数の増加が懸念される。 

よって、国におかれては、新型コロナウイルス感染症対策を進めるに当たり、引き続き地方

自治体と十分な連携を図るとともに、下記の対策について早急に具体化していくことを強く要

望する。 

 

記 

 

１ 感染拡大防止に万全を期すため、航空便や船便における水際対策の更なる強化を図ること。 

２ 患者の増加に備え、検査・入院体制の整備に万全を期すこと。また、医療用マスク、防護

服、消毒薬等が不足している現状を踏まえ、その確保を支援すること。 

３ 国際連携を図り、新型コロナウイルスのワクチンや治療薬の研究開発を速やかに進めるこ

と。 

４ せきエチケットや手洗いなど、予防方法の普及を図るとともに、新型コロナウイルスに関

する正確な情報を迅速に発信すること。また、全国的に不足しているマスクや消毒液の確

保に向け、取り組みを進めること。 

５ 観光客の減少が見込まれる観光産業等に対する風評被害対策に全力を期すとともに、中小

企業への経済的影響を十分に考慮し、資金繰り対策等の支援を早急に進めること。 

６ 国おいて、正確な情報を把握し、地方自治体への迅速な情報提供を行うこと。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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